
論説

北海道の建設産業の現状と課題（Ⅰ)

建設事業者の経営及び公共事業をめぐる問題に焦点をあてて

川 村 雅 則

Ⅰ．は じ め に

本稿は，筆者が所属する建設政策研究所北

海道センターの事業として行った調査研究の

成果をまとめたものである。すでにインター

ネット上で「2008年度 北海道の建設事業

者の経営及び公共事業をめぐる問題等に関す

る実態調査報告書（第一次中間報告）」とし

て発表したものをあらためて整理した。基本

的に大きな変更点等はない。

建設政策研究所（以下，建政研）では，国

土交通省（建設産業政策研究会）が発表した

『建設産業政策2007―大転換期の構造改革』

を踏まえて，『談合・ダンピングを排除し，

公正で魅力ある建設産業をめざして』を提言

した。そこでは，わが国の建設産業をめぐる

問題を次のように整理している。すなわち，

第一は，わが国の建設産業政策・建設投資が

大規模基盤整備を主に行う大手ゼネコン本位

に偏向していたこと。第二に，近代的な労使

関係が構築されない状況下で他産業に比べて

労働条件が劣悪であること。第三は公共事業

の計画から設計・施工に至る過程が政界・官

界・業界の政官業癒着・談合により決められ

てきたこと。第四に重層的請負構造のもとで

存在する契約関係等の片務性の問題。そして

第五に，現在進められている改革が限られた

メンバーによって推進されていることである。

ところで，建政研北海道センターでは，就

労・生活等の深刻さの度合いが増す季節労働

者を対象とした調査研究を継続して行ってき

た 。そのまとめの中で私たちは，季節労働

者の生活を守るために必要な政策として，彼

ら非正規雇用にとって不利なわが国の社会保

障制度を抜本的に見直すこととあわせて，次

のようなことを重要な政策課題としてあげた。

すなわち，わが国の建設産業・公共事業改革

を通じた仕事づくりの必要性である。こう述

べた。「現行の「改革」は，国際競争力の強

化という掛け声のもとで，大型・開発型の事

業への集中的な投資というスタンスがなお堅

持されている。北海道でも，高規格道路の整

備があらためて中期計画に盛り込まれた。だ

が，これからの社会・経済環境の変化（人口

の減少・高齢者人口の増大，環境・エネル

ギー資源の制約等々）あるいは地域経済への

波及効果や雇用効果の高さを鑑みるならば，

リフォーム型・生活福祉関連型の公共事業へ

の転換が必要であると私達は考えている。」

この視点の重要性は変わっていない。むし

ろ，世界的な経済危機という事態をうけて，

その中身を問うことなく，かつてのような大

盤振る舞いの公共投資が実施されようとして

いる今日においては，あらためて強調したい

ことである。

しかしながら，そういう私たちの改革提言

は，建設産業の担い手である（中小の）建設

事業者にどれだけの支持を得られるだろうか。

いな，そもそも，建設投資が急速に縮小し倒
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産件数も増加している建設事業者の経営の状

況はどうなっているのか，とりわけ公共事業

をめぐる問題や意向はどうか，等々。まずは

そこから明らかにしなければならない。そう

考え，今回の建設事業者調査を行った。

Ⅱ．調査の概要

北海道内の建設事業者を対象に，第一に，

事業経営の実態・問題点や経営動向，採用し

ているコスト削減策やその弊害，第二に，公

共事業の受注実態，公共事業をめぐる問題点

あるいは公共事業に関する意向を明らかにす

るための調査を行った。

上記の目的に従い，公共事業の指名登録業

者を調査の対象とした。具体的には，札幌市

を中心に，主要な地方都市の指名登録業者の

中から無作為で次の数（表０－１）の事業者

を抽出した（但し，抽出された事業者が公共

事業に実際に携わっているかどうかはこの時

点では不明）。複数の市で重複して抽出され

た場合には一つにした。また本社が本州にあ

る事業者も除いた。

2009年１月初旬に計3762事業者に調査票

を郵送し，２月中旬までに回収された計780

事業者の回答を有効回答とした。

調査票の内容は，大きく分けると以下のと

おりである（資料３として後掲）。

（ア)事業者属性について（事業年数，本社

所在地，資本金規模，所属団体，主に

受注する工事業種及びそのうち最大の

もの，従業員の人数等）。

（イ)事業内容，事業経営及びコスト削減策

について（昨年の受注総額，受注額の

動向，受注工事の内訳，事業経営上抱

えている主な悩みや問題点，資材の仕

入れ価格の動向，過去５年間に採用し

たコスト削減策）

（ウ)公共事業関連について（過去１年間で

の入札参加回数と落札回数，公共事業

関連での不満事項，下請仕事の経験の

有無，下請仕事での不満事項，地元公

共事業の傾向，公共事業のあり方・意

向について）

また本調査では，回答者に自由に記述して

もらう箇所（設問）を多く設けた。順に，①

経営の困難の内容等，②資材の仕入れ単価等，

③コスト削減策等，④低価格入札の弊害等，

⑤自由記述の五つである。その結果の一部は

本文でも使い，残りの全ては資料１にまとめ

た。

また資料２には，単純集計結果と，クロス

集計結果（資本金規模別，本社所在地別）を

まとめた。

なお，無回答は除いて計算しているため，

各項目の合計事業者数は必ずしも一致しない。

Ⅲ．調査の結果

１．回答事業者の属性

回答事業者の属性を表１－１～表１－３に

まとめた。表１－１のうち，まず事業年数は

「～40年未満」が最も多く，その前後もあわ

せると全体の７割を占めている。回答事業者

の本社所在地で多いのは「札幌」で，全体の

４割を占めている。そして，資本金規模では

「～３千万円未満」が５割強を占めている 。

次に従業員数についてみる（表１－２）。

現在及び５年前の従業員総数をまとめた。現

在は「～10人未満」という事業者が最も多

く（27.0％），「５人未満」とあわせると（す
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表０－１ 調査対象事業者数（抽出数)
単位：事業者数

札幌市 1,539

旭川市 476

函館市 715

帯広市 356

苫小牧市 333

釧路市 259

その他 84

合計 3,762
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なわち10人未満規模が）回答事業者の４割

を占めることになる。その割合は５年前に比

べて７ポイント弱増加している。

表１－３は，従業員数の変化をみたもので

ある（５年前＝100）。すなわち，「100」の場

合は変化なしを意味し，100未満あるいは

100超の場合には，それぞれ，従業員数が

減った（減らした）あるいは増えた（増やし

た）ということになる。同表のとおり，全体

の４分の３は従業員数を減らしていることに

なる 。

建設業法での分類に従い，主に受注してい

る工事内容を尋ねてみた（表１－４。複数回

答可）。そのうち最大の業種を尋ねた結果が

同表の右の数値である。

まず最も回答が多かったのは，（ウ）土木

一式・総合（32.5％）である。次に専門工事

業種の（キ）とび・土工・コンクリート

（31.9％）が続く。

最大の受注業種（表の右）は，（イ）建築

一式（総合），（ウ）土木一式（総合）が約

15％でならび，（カ）電気13.1％，（ク）管

12.8％が続いている。

ところで，本調査回答者は公共工事の指名

登録業者ではあるが，工事の実際の受注状況

はどうか。受注額全体を100とし，公共と民

間，元請と下請とをクロスさせてそれぞれの

内訳を尋ねた。

結果（回答事業者全体の平均値）は，図

１－１のとおり，民間元請と民間下請がそれ

ぞれ全体の４分の１程度を占め，公共元請

（23.2％），公共下請（16.9％）の順である。

２．減少する建設需要，入札制度改革のもと

で進む低価格受注競争，その一方で高騰

する材料費等―経営難の背景

表２－１に昨年の受注額を，表２－２に受

注額の動向を，それぞれ示した。多くの事業
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表１－１ 事業者の属性 単位：事業者，％

（a）事業年数 （b）本社所在地 （c）資本金規模
776 100.0 779 100.0 776 100.0

10年未満 22 2.8 札幌 311 39.9 ５百万円未満 60 7.7

～20年未満 72 9.3 旭川 104 13.4 ～１千万円未満 113 14.6

～30年未満 166 21.4 函館 130 16.7 ～３千万円未満 420 54.1

～40年未満 205 26.4 帯広 80 10.3 ～５千万円未満 111 14.3

～50年未満 175 22.6 苫小牧 81 10.4 ～１億円未満 50 6.4

～60年未満 82 10.6 釧路 56 7.2 １億円以上 22 2.8

60年以上 54 7.0 その他 17 2.2

表１－２ 現在及び５年前の従業員総数
単位：事業者，％

現在 ５年前

774 100.0 763 100.0

５人未満 97 12.5 55 7.2

～10人未満 209 27.0 195 25.6

～15人未満 150 19.4 130 17.0

～20人未満 82 10.6 108 14.2

～30人未満 103 13.3 113 14.8

～50人未満 78 10.1 93 12.2

～100人未満 36 4.7 43 5.6

100人以上 19 2.5 26 3.4

（再掲）10人未満 39.5 32.8

表１－３ 従業員数の変化（対５
年前比) ５年前＝100

単位：事業者，％

760 100.0

60未満 82 10.8

～70未満 60 7.9

～80未満 112 14.7

～90未満 159 20.9

～100未満 77 10.1

100（増減なし） 132 17.4

100超 138 18.2

平均値 90

標準偏差 36
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表１－４ 主に受注する工事の業種及びそのうち最大のもの
単位：事業者，％

複数回答可 最大
778 100.0 709 100.0

（ア）一般土木建築一式（総合） 105 13.5 43 6.1
（イ）建築一式（総合） 189 24.3 104 14.7
（ウ）土木一式（総合） 253 32.5 105 14.8
（エ）大工 71 9.1 6 0.8
（オ）左官 2 0.3
（カ）電気 118 15.2 93 13.1
（キ）とび・土工・コンクリート 248 31.9 40 5.6
（ク）管 166 21.3 91 12.8
（ケ）タイル・煉瓦・ブロック 13 1.7
（コ）鉄筋 3 0.4 1 0.1
（サ）板金 11 1.4 6 0.8
（シ）塗装 83 10.7 46 6.5
（ス）内装仕上 63 8.1 13 1.8
（セ）舗装 96 12.3 13 1.8
（ソ）造園 70 9.0 21 3.0

（タ）測量 26 3.3 12 1.7

（チ）設計 39 5.0 12 1.7

（ツ）コンサルタント 17 2.2 4 0.6

（テ）建設資材製造 11 1.4 4 0.6

（ト）建設資材流通 14 1.8 2 0.3

（ナ）その他 124 15.9 81 11.4

（ニ）複数選択 12 1.7

図１－１ 民間／公共別，元請／下請別にみた工事受注額（平均値)

表２－１ 昨年の受注総額
単位：事業者，％

748 100.0

0.5億円未満 77 10.3

～１億円未満 114 15.2

～２億円未満 178 23.8

～３億円未満 104 13.9

～５億円未満 95 12.7

～10億円未満 90 12.0

～20億円未満 54 7.2

～50億円未満 24 3.2

50億円以上 12 1.6

表２－２ 受注額の動向
（前年比，５年前比）

単位：事業者，％

前年比 ５年前比

755 100.0 737 100.0

増加 130 17.2 102 13.8

横ばい 189 25.0 92 12.5

１割以内の減 184 24.4 86 11.7

３割以内の減 191 25.3 276 37.4

５割以内の減 37 4.9 109 14.8

５割超の減 24 3.2 72 9.8

（再掲）３割超の減少 8.1 24.6
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者で受注額が減少している。前年比で３割を

超えて受注額が減少したと回答したのは

8.1％，さらに，５年前と比べると全体の４

分の１（24.6％）の事業者が３割超の減少を

経験している。

ところで，私たちが以前に調査を行った小

零細規模の建設事業者では，受注額は短期間

で大きく落ち込んでいた 。受注額の動向だ

けをもって，経営の困難度をはかるわけには

いかないが，今回把握された事業者よりも下

の層では，経営危機がさらに進んでいるのか

もしれない。

もちろん，とはいえ，今回の回答事業者に

事業経営上の悩みや問題がないというわけで

はない。主なものについてまとめたのが表

２－３である。

特徴の第一は，建設需要・工事量の減少で

ある。すなわち，公共事業の減少に加えて，

住宅需要の低迷そして急速に進む景気後退の

影響で民間の設備投資も減少していることを

反 映 し，（ア）元 請 受 注 の 減 少，困 難

（64.4％），（イ）下請け工事受注の減少，困

難（40.3％）と回答されている。

第二は，受注競争が激しくなっている。す

なわち，（オ）低価格での受注競争の激化

（79.8％），（タ）見積もり合わせや入札制な

ど競争が強まった（44.5％）ことも指摘され

ている。この点については，工事量の減少に

加えて，自由記述のとおり，公共事業では，

指名競争入札から一般競争入札への転換を主

とする入札制度改革が進み，受注競争に拍車

をかけているという。また，予定価格の公表

にともない，最低制限価格の予測が容易にな

り，その付近に入札が集中し，結果として，

くじ引きによる落札者の決定が多くなってい

るとの指摘がみられる 。

第三は，以上の需要減，価格競争の激化と

いう事態にもかかわらず，逆に，（セ）資材

仕入れ価格が上昇（38.1％）しており，その

（ス）コストダウンが困難（28.7％）である

という声が聞かれる。（サ）資金繰りの困難

も全体の４分の１（23.3％）を占める。

需要減，受注競争激化，経費負担増という，

建設業界のこうした現状を具体的な声でみて

いこう（以下，同様）。

表２－３ 事業経営上の主な悩みや問題点など（複数回答可)
単位：事業者，％

764 100.0

（ア）元請受注の減少，困難 492 64.4

（イ）下請け工事受注の減少，困難 308 40.3

（ウ）仕事の先行きの不安 458 59.9

（エ）受注量の季節的波動や不安定性 287 37.6

（オ）低価格での受注競争の激化 610 79.8

（カ）受注調整の難しさ 156 20.4

（キ）品質や工期管理の厳しさ 101 13.2

（ク）得意先の減少 201 26.3

（ケ）大手建設事業者の市場進出 114 14.9

（コ）後継者難 97 12.7

（サ）資金繰りの困難 178 23.3

（シ）金融機関の貸し渋り 94 12.3

（ス）コストダウンの困難 219 28.7

（セ）資材仕入れ価格の上昇 291 38.1

（ソ）価格の設定について発注者側の力が強まった 224 29.3

（タ）見積もり合わせや入札制など競争が強まった 340 44.5

（チ）その他 4 0.5
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建設業界の現状>

【107】公共工事など工事全体が少なく，大手や資

本のある企業と競合してしまい，受注できないこ

とが多い。

【119】競争の激化にあわせて安値の受注を強いら

れ，利益率が大きく下落している。受注量を確保

するためには技術職を確保しなければならず悪循

環になる。

【144】資金的に余裕のある当社が先行きをあきら

めつつあるので，全てが困難。具体的も抽象的も

なく，とりまく全てが困難である。

【166】受注量が減少する中，コスト削減も限界に。

受注量の季節的変動の不安定さがさらに増し，資

金繰りの苦労時期が年間を通して発生するように

なってきている。受注量も減少しているし，その

中で利益率も低下傾向にある。

【167】一般競争入札が主流となり，応札者が急増

し，工事獲得が極めて困難である。低価格による

受注競争のため最低限の収益が得られない。

【210】国，道の公共事業費の削減，特に市町村の

事業費の減少により，受注が困難。また，異業種

の景気後退で民間工事の減少，経営困難の原因は

景気不振であること，１次２次補正予算の速やか

な励行が期待される。

【237】公共事業の受注においては低価格での入札

でなければ受注できない業界動向にある。民間に

おいては品質，諸検査等要求されることが多く

なっているから，適正な利益を確保する物件が見

当たらない。本州大手企業の安値受注により地場

中小企業が受注できないことも多い（民間）。

【277】資材仕入れ価格が二年前から比較すると

20～40％程上昇したにもかかわらず，官民工事の

請負金額は減少し，利益がまったくなく，公共工

事は低価格競争でこれも利益減。

【291】工事受注量の減少に加えて，受注額の低額

化（以前と同じような規模の工事内容でも２～３

割程度の低額化が当然のようとなり，利益を出す

ことが困難となっている）。受注に難色を示すと

工事が他の業者へ流れる（低額でも受注する業者

がいる）。

【321】官，民あわせて工事が減っているため，競

争が激しく，低価格が多くて，受注できない。ま

た受注しても，赤字になる場合が多い。公共事業

の労務単価が毎年下がっている。福利厚生（健康

保険，厚生年金）の経営者は負担分が多くなって

いる。

【329】受注金額は変わらないのに資材仕入れ価格

の上昇や従業員の福利厚生費（社会保険等）が増

え，利益を圧迫している。

【345】指名競争入札の減少により公共工事の受注

が出来なくなった。また公共工事の設計単価も民

間の工事以下になっていることがある。質の向上

を求めているにもかかわらず，ダンピングが多い

ため大手企業には競争しても勝てない。

【374】入札制度等による競争の激化及び仕事量の

減少による必要経費の不足等で経営を圧迫してい

るのが現状。限界にきている。

【442】受注量減少，価格競争，利益率の低下，本

来利益あっての商いであるが，利益どころか赤字

になる工事の割合が年々増加している。完工高・

経審点数・ランクを維持するために採算に合わな

いものも受注していることから経営状況は徐々に

悪化している。今後，採算が合わない工事，住

民・監督員等現場に特別問題・支障のありそうな

工事については勇気をもって見送る方針。

３．従業員数の削減，賃金カットを中心に進

むコストの削減と，懸念されるその弊害

受注量が減少し，低価格受注競争が激しく

なる一方で，原油価格の高騰を反映し，資材

の仕入れ価格は高騰している 。結果として

様々なコスト削減策が採用されている（表

３－１）。すなわち，（オ）一般管理費の削減

が多くの事業者で採用されている（71.1％）

ほか，（イ）従業員数の削減（51.4％）や

（ウ）賃金・手当の削減（48.7％）も半数前

後を占めている。その他にも，（エ）建設機

械の使用年数の延長（29.8％）や（ク）資材
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の安価なものへの切り替え（23.5％）のほか，

下請への負担の転嫁があげられている。すな

わち（キ）下請価格の切り下げ（22.0％），

（カ）下請の利用増（17.9％）である。

こうしたコスト削減策の採用動向は，受注

額の動向を反映してもいる（表３－２）。例

えば，受注額が「５割超の減」を経験してい

る事業者群では，（イ）従業員数の削減は

83.3％，（ウ）賃金・手当の削減は69.4％の

事業者が採用している。

あるいは，受注額の動向別に従業員総数の

増減をみたところ（図３－１），受注額が

「５割超の減」群においては，５年前に比べ

て８割未満にまで従業員を減らしたところが

71.4％であり，５年前を100としたときの同

群の減少（増減）の平均値は65である。受

注額の減少が従業員数の削減につながってい

ることが示唆される。

こうしたコスト削減の内容や弊害等につい

て事業者の声をみてみよう。

表３－１ 過去５年間で採用されたコスト削減策
（複数回答可） 単位：事業者，％

759 100.0

（ア）通年雇用から季節雇用への転換 70 9.2

（イ）従業員数の削減 390 51.4

（ウ）賃金水準の切り下げや手当てのカット 370 48.7

（エ）建設機械の使用年数の延長 226 29.8

（オ）一般管理費の削減 540 71.1

（カ）下請の利用を増やした 136 17.9

（キ）下請価格を切り下げた 167 22.0

（ク）資材を安価なものに切り替えた 178 23.5

（ケ）仕入れ経路を短縮した 82 10.8

（コ）共同仕入れを増やした・始めた 14 1.8

（サ）その他 20 2.6

表３－２ 受注額の動向（対５年前比）別にみたコスト削減策（複数回答可)
単位：事業者，％

増加 横ばい １割以内の減 ３割以内の減 ５割以内の減 ５割超の減

100 100.0 91 100.0 86 100.0 274 100.0 109 100.0 72 100.0

（ア）通年雇用から季節雇用への転換 4 4.0 9 9.9 7 8.1 25 9.1 14 12.8 10 13.9

（イ）従業員数の削減 17 17.0 24 26.4 37 43.0 161 58.8 80 73.4 60 83.3

（ウ）賃金水準の切り下げや手当てのカット 21 21.0 29 31.9 41 47.7 155 56.6 64 58.7 50 69.4

（エ）建設機械の使用年数の延長 23 23.0 29 31.9 26 30.2 80 29.2 35 32.1 22 30.6

（オ）一般管理費の削減 57 57.0 52 57.1 61 70.9 217 79.2 80 73.4 55 76.4

（カ）下請の利用を増やした 25 25.0 23 25.3 13 15.1 47 17.2 13 11.9 11 15.3

（キ）下請価格を切り下げた 24 24.0 19 20.9 17 19.8 66 24.1 18 16.5 19 26.4

（ク）資材を安価なものに切り替えた 28 28.0 28 30.8 22 25.6 55 20.1 25 22.9 14 19.4

（ケ）仕入れ経路を短縮した 13 13.0 13 14.3 9 10.5 30 10.9 5 4.6 8 11.1

（コ）共同仕入れを増やした・始めた 5 5.0 1 1.1 2 2.3 4 1.5 1 0.9 1 1.4

図３－１ 受注額の動向（対５年前比）別にみた従業員総数の増減
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コスト削減の内容及びそれにともなう弊害等>

【380】役員報酬50％カット。社長も現場で働い

ています。雇用保険（短期）をかけず，ほぼ全員

をアルバイトで，仕事のあるときのみ役所への提

出書類（建設業の決算報告，許可の更新等）を自

分で行う。

【418】削減してもこれでよいということはなく，

次から次へときりがない。辞めるか継続かの判断

にせまられていく。

【430】賃金の昇給を控えることにより，優秀な従

業員を放出せざるを得ない。機械の使用延長にも

限度がある。下請を増やして対処していても，即

応性がなくなる。

【436】作業員の賃金18％削減及び残業はなし，

が多い。この結果，専業の作業員が離れ，生活の

不安から熟練作業員の離職。それにより，受注に

限界が生じている。

【502】今現在，品質に影響がでないように企業努

力でしのいでいますが，作業員，下請とも限界だ

と思います。公共工事に関わるものが前向きに消

費できない現状は，公共工事の役割である地域の

活性化につながっていない。

【520】協力業者に価格の協力をお願いしているの

だが，それももう限界。自社が生き残るために協

力業者に無理を強いる。こんなことで本当に良い

世の中になるのだろうか？

【555】賃金水準の切り下げ，手当てカット等によ

る社員の生活水準の低下がめだつ。職ばなれの可

能性が出てきている。

【566】工事車両の使用年数の延長，事務用紙の再

利用等。零細企業にとってはこれ以上コスト削減

は不可能です。

【573】賞与カットなど従業員に負担をかけている。

下請，資材等の仕入れ業者にも無理，負担を強い

ている。

【623】賞与の大幅な削減→社員の労働意欲がそが

れてくるのが心配。下請け価格を切り下げた→優

良な下請けの確保が続けられるか心配である。

【674】利益の上がらない現場などは，協力会社の

労務費を低くおさえてもらったりしたが，軽油等

の値上がりもあり，車両費をおさえることも出来

ず，苦労する。

【680】みなで給料を下げました。寒い工場で我慢

してもらい，材料の仕入れは一回ずつ単価を調べ，

一円でも安く仕入れている。残業時間を少なくす

るのは難しい（仕事が沢山あっての残業ではなく，

納期が無い場合の残業が多く）。

【733】従業員の給与・賞与のカット。役員の旅費

及び交通費回数の減。土地代・家賃（事務所の借

家料の減）。雑費（社内打ち合わせ費用，諸団体

会費等カット）。今のところ弊害はないが，今後

公共工事の受注が減れば弊害等が生じる。

【761】従業員の削減については，自然減（但し，

新卒者採用は中止している）。賃金は，賞与支給

額を従来の４分の１前後に減額した。

【776】削れるものは全て削るので若手の育成に

まったく予算をみることができない。

４．予定価格に対する不満，元下間の契約の

片務性，低い労務費単価―公共事業をめ

ぐる問題

公共事業の受注の実態や事業者側が考える

問題点などをみていこう。表４－１は，昨年，

公共事業の元請受注がわずかでもあった事業

者に対象を限定して，公共事業関連事項で非

常に不満のあるものをまとめたものである。

不満が多かったのは，（カ）予定価格の水準

（46.6％）である。（ウ）落札総額（38.2％）

表４－１ 公共事業関連事項で非常に不満なこと
（複数回答可） 単位：事業者，％

571 100.0

（ア）指名回数 110 19.3

（イ）落札回数 163 28.5

（ウ）落札総額 218 38.2

（エ）ランク付け 134 23.5

（オ）指名選定基準・方法 211 37.0

（カ）予定価格水準 266 46.6
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と（オ）指名選定基準・方法（37.0％）がそ

のあとに続く 。

次の表４－２は，公共事業の下請け工事を

受注したことがある事業者が，下請工事をめ

ぐる問題で非常に不満なことをまとめたもの

である。（イ）受注総額（42.7％），（ウ）労

務費単価水準（43.6％），（エ）下請け工事費

の決定方法（38.6％）など，工事費に関連す

る回答が多い。

また，回答割合こそ小さいが，建設業法で

禁止されている（カ）一括丸投業者が横行し

ている（16.6％）ことや，（オ）協力会費の

強制徴収（9.3％）も指摘されている。建設

産業における重層的な請負構造のもとでの問

題，言い換えれば，元請・下請間の契約の片

務性をめぐって，下請に負担が転嫁されてい

るこうした問題状況 は，自由記述にも多く

みられる。

さて，最後の表４－３では，地元の公共事

業で認められる傾向を尋ねた。一つの傾向と

しては，繰り返しになるが，受注競争の強ま

りである。例えば，（オ）大手の事業者によ

る中小の領域への進出（45.4％），あるいは，

（キ）談合破りなど低価格競争が目立つ

（30.8％) ことである。

自由記述でも，低価格受注競争にともない，

建設構造物の品質や工事の安全性の低下を懸

念する声や，現場労働者の賃金・生活の悪化

あるいは技能等が身につかないことを不安視

する声が書かれていた。

もっとも，その一方で，そういう競争が及

ばない領域がなお存在することも指摘されて

いる。すなわち，（ウ）天下りを受け入れて

いる企業が有利に受注（35.8％），（イ）天の

声で指名や落札業者が決まる傾向にある

（15.9％），そして（エ）受注調整は依然とし

て行われている（20.8％）などの指摘がそれ

にあたる。

公正な競争を阻害する事態がなお残存する

一方で，全般的には，工事量の減少や入札制

度改革の影響もあって，競争が激しくなって

いるということだろうか。今後，発注者ごと

の，つまり，国・開発局や道あるいは市町村

別の，公共事業の発注状況に関する調査など

が必要である。

ところで，注目すべきは，事業者側からも，

（ア）公共事業の内容に住民の意向等が反映

されていないことを指摘する声が少なからず

（21.1％）示されていることである。

以上の結果に関連する記述をみてみよう。

表４－２ 公共工事の下請け仕事をめぐる問題で非
常に不満なこと（複数回答可）

単位：事業者，％

482 100.0

（ア）受注件数 97 20.1

（イ）受注総額 206 42.7

（ウ）労務費単価水準 210 43.6

（エ）下請工事費の決定方法 186 38.6

（オ）協力会費の強制徴収 45 9.3

（カ）一括丸投業者の横行 80 16.6

表４－３ 地元の公共事業について認められる傾向（複数回答可)
単位：事業者，％

766 100.0

（ア）事業内容が住民の意向・要求を踏まえずに決定されている 162 21.1

（イ）天の声で指名や落札業者が決まる傾向にある 122 15.9

（ウ）天下りを受け入れている企業が有利に受注している 274 35.8

（エ）受注調整は依然として行われている 159 20.8

（オ）大手の事業者が中小の工事も受注する傾向にある 348 45.4

（カ）仕方なく談合する入札業者が増加している 58 7.6

（キ）談合破りなど低価格競争が目立つ 236 30.8
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天下り，談合問題，発注者責任等について>

【027】総合評価方式の入札は最近多くなっている。

自助努力で何とか点をとれるものととれないもの

がある。とれないものについては過去の工事実績

であり，天下りのいる会社ほど評価が高い。総合

評価方式がスタートした時点で天下りがいる会社

が有利であった。評価点の低い会社は永久に受注

できないものである。

【085】談合はなお実施されていることと，天下り

受け入れ業者の受注は，刑事罰に処すべきである。

役所の天の声も依然とあり，現状を憂えている。

業界団体は，悪の根源でもあり，即刻解体すべき

であります。

【248】公共工事の談合は全業種であると思う。そ

の中でも市職員と結びつきが強く，天下りのいる

会社にかなわない。いい仕事だけとってくず仕事

だけほかにまわす。それでも談合仲間に入れるだ

けましで，その仲間に入れないように市職員と結

託している。だから毎年同じ業者が工事する，少

しだけ小さい業者に工事をさせて，さも多くの業

者が工事をまわしているかのようにみせている。

【253】一般競争入札制度というが徹底されていな

い。依然として天の声で落札業者が決まる傾向に

ある。

【403】地域優先を行っていない。特に開発局や道

庁OBの私物化した発注には問題が多い。道外

メーカーや大手には受注させるべきではない

今の時点で開発局はいらない 道庁も某政党系

の工事会社への発注が目立つ。政治に左右されな

いようにするべき。他の県と比べ，北海道はOB

や政治力が強すぎる。大きな工事も道内で全て行

える。コンサルタントも設計力が無いのに調整力

で工事が左右されている。

【421】OB会社・団体による官制割付，特に開発

局が最悪。以下，道建設部。この２官公の打破が

必要。公務員の抜本的改革。再就職の斡旋の禁止

（官，OB団体が行っている）。定年退職から年金

受注までの生活費の算定と退職金との比較試算。

民間退職金の実態調査，再就職したOBの退職金

は別に調査する。

【628】国の機関は天下りOBを受け入れている業

者が有利に受注している。また工事実績等ハード

ルを上げて，零細企業には受注できない仕組みに

なっている。

【649】仕事を遂行することが出来ない。天下り

OBがいる会社が受注し，技術のある会社に低価

格で下請けをさせている。今後，早急に天下り制

度を無くさないとダメだ。役所OBがからみ官製

談合が横行しており，役所OBの力がないと受注

できないケースが非常に多い。官製談合，天の声

は絶対にやめるべき。税金の無駄遣いを無くし，

更に，国民，道民のための有効な税金の使い方を

徹底し，我々が自ら税金を払いたくなるような自

治体になって欲しい。

【651】官からの談合指導がある（理事等役員に仕

事がまわっている）。経営事項審査が何のために

やっているのか不満。役所工事で契約では手形，

現金各50％となっているのに元請からは100％手

形でいる状態。市役所は何を見ているのか。

【751】旧来型経営の建設・土木関係の業者の退場

は，やむを得ないと思う。また天下りによる癒着

は現在も横行しており，絶対禁止すべき。建設業

以外でも各種財団や独立行政法人，３セクなど，

目に余る癒着ぶりである。私どもの業界は特に多

いので全て一般競争入札にして欲しい。まだまだ

予算を削減できるし，私どもの業界の活性化や競

争力を引き出せると思います（通信設備や事務機

器業界です）。

低価格受注（競争）による弊害>

【094】低価格で受注することにより，まずは下請

にしわよせ。中身，品質は悪い，内容が悪いため，

またすぐに低価格で仕事をとる，自転車操業だと

思う。技術者を抱えて入札参加が満たされれば何

回でも手を出す。人間関係までが希薄になりまし

た。

【168】低価格受注競争の激化による受注調整の難

しさにより，下請工事もままならず（利益が出な

いため受注できず）。低入札受注は技術員の技能

がついていかない。大変な時代です。
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【198】現状が，最低価格でなければ受注できない

状況ですので，受注する手段としてはこれしか選

択する余地がありません。他業者も同様ですので

他社ともにクジ引きの選択という，神頼みに委ね

ていて，入札委員に考慮して欲しいものです。

【239】低落は最悪赤字。利が出ても僅かのため，

そのカバーのために更に低価格入札を繰り返して

企業体力を消耗しつくす。また採算を重視するあ

まり品質面に問題が生じる恐れがある。

【244】予定価格の公表で積算より失格基準価格を

算出する方向になっていると思われ，その付近で

の競争になっている。低入札価格調査基準価格，

最低制限価格が低過ぎる。低入札で落札した場合

は企業に残る利益は無い状況になっている。残る

のは工事高（数字）。

【245】低入札による競争でなければ受注困難であ

る状況になっているため，利益が出ない環境の中

にある。コストダウンも限界に近づいており，品

質など現場管理や技術力の確保などの観点ととも

に，資格要件となっている社会貢献も，経営上難

しい状況である。

【280】資材の仕入れ値はどこの企業も変わらない

のに低価格入札を行うのは人件費（経費）を削る

か工事の手抜きになりかねない。最低制限価格を

設定するべき。

【302】公共工事の入札で80％台での落札がまか

りとおっている現状では，通年雇用者の年金保険

料等の負担が重くのしかかってきて，通年雇用者

を削減しなければならない。このような状態では

政府のいう雇用の確保にはほど遠い実態と思われ

る。

【442】価格競争が企業間にとって切磋琢磨になる

のであれば良いのだが，現状は，生きて帰るつも

りのない企業と一緒に戦う状況となっており，低

価格競争はそれら企業の倒産時における負債額の

肥やしとなる可能性が大きい。またそれに付き合

う企業も不幸なこととなる。

【485】人員削減は実行したが，安全管理等は年々

増えており，職員個人に負担がかかっている。結

果的に手抜き工事や労災につながるのではないか

不安である。低価格受注にも限度があり，下請業

者のほとんどが原価以下での受注をやむを得ず

行っている。そのため経営状況が悪化している。

契約の片務性をめぐる問題>

【028】元請，下請けとも競争が激しく，見積もり

をしても値引き額が大きく，特に下請け工事など

は工事原価も出ないのが分かっていても，断ると

次の仕事の受注に関わることを恐れて断れない。

その結果，何年も赤字経営が続いている。

【067】元請は前払金の請求をし，いまだに下請に

は手形をきっている業者がいる。前払金を振り込

んでその後返金させ，手形にての支払い。下請は

仕事受注のため元請の言いなりになるしかないの

が現状である。何か打開策はないのだろうか。

【160】下請工事受注の減少と見積もりによる低価

格での受注競争が多く，工事を受注施工しても利

益がともなわないことがある。元請業者が低価格

入札をするためその下請業者に低価格入札分を低

価格で受注させる。

【186】ゼネコン，サブコンさんが低価格で受注す

るため下請けは大変苦しい状態。安いからといっ

て拒否すれば仕事が受注できなくなります。

【243】大手業者は低価格で入札し下請け業者に赤

字金額でさせる（断ると，今後取引はしないとの

話になる）。

【249】低価格の工事を下請いたしますと，そこか

ら何パーセントと元請にとられます。そうすると

しっかりした現場施工などができなくなり，施工

管理，安全管理など限界ぎりぎりでしなければい

けません。発注者の最低価格の見直しをお願いし

たいと思います。

【285】仕事量の減少によりお金をまわすための赤

字覚悟で受注している。大手の事業者が安値で受

注，地元の下請に安値で出す工事が多くなった。

【325】毎日が戦争です。下請をすれば，仕事が終

わって150日の手形が当たり前。労賃しかないの

に。元請で，下請任せで測量もできず，写真１枚
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もとらず，１ヶ月あまりの間，３，４回しか現場

に行かない，工事標識から黒板代までひかれる，

下請届けも出さず，元請のヘルメットを充てられ

る，このような会社がまだ多い。

【337】低価格での受注競争の激化により物件当り

の利益率が非常に低下している。公共事業におい

ては発注量の減少，民間工事においては低価格で

の元請が受注し，下請にしわ寄せがもろにきてい

る状況で，会社として固定費をまかなうので精一

杯。金融機関も貸し出しについては渋い。

【347】元請建設からの圧力での低価格でおしつけ

仕事。

【350】（土木）下請負工事が多く，元請の発注が

請負金額の25～28％強のピンはねで，我々の経

費が出て来ない状況。人夫を遊ばせられないので，

苦しくても実行していかなければならない状況。

（建築）見積ダンピング競争，品質含め安けりゃ

良いという状況

【516】役所⇨元請業者（100％）＋諸経費分

（20％＝元請業者の利益になっている）⇨下請業

者（70％の中で納品しなければならないのが現状

です）。諸経費，廃棄物処理費，材料値上げ分，

下請業者は利益がゼロ円で作業している。

【581】末端がどのように工事しているか（どんな

価格で）知っているのですか？ 価格を下げるこ

とだけでは解決しない。入札価格が80でも70で

も上（元請）は絶対自分の経費はとるため，苦し

くなるのは下請だけ。

５．公共事業のあり方・意向について

表５－１は，公共事業のあり方・意向をま

とめたものである。

分析に先立ち留意点を述べると，こうした

設問は，同じ設問であっても回答者によって

受け止め方が異なったり，あるいは，前提条

件をどう理解しているかによって回答は異

なってくる（例えば，競争に一定の歯止めが

かかるような仕組みがあるのであれば，一般

競争入札を認めるというケース，あるいは，

競争入札には賛成だが，価格のみの競争入札

であれば反対というケース，など）。実際，

相反する内容という想定で設けた設問の両方

に○がついているなど，解釈に困難なケース

もみられた。

しかし，それは，例えば，天下り等による

受注の有利や天の声あるいは談合には反対で

あるものの，価格のみの，しかも企業や産業

の再生産さえ困難な，現状の競争入札政策に

は反対であるという，建設事業者の揺れ動く

心情を示しているのではないだろうか。例え

ば，次のような意見はどうだろうか。

【144】業界には良い談合と悪い談合がある。悪い

談合とは天下りの数で決まる官製談合。それ以外

については，建設業者に限らずどの業界でもみら

れるいわゆる「阿 」で，東洋ではある意味で文

化となっている慣行である。たとえ良い談合が世

の中に認められても，過当競争の激戦場ではその

声も届かず，たたきあいが続くだろう。しかし，

戦争はいつか必ず終わる。そのときのために良い

談合を残すよう今から理論武装していく必要は感

じている。このときの最大の敵は「落札率90％

を超える入札は全て談合」と正義の味方ヅラで市

民を扇動するマスコミとなる。何が税金の無駄遣

いなのか，そろそろ良識ある知識人達が結論を出

す時期であると思う。

【166】全て価格のみの競争には憤りを感じる。談

合には反対だが，仕事が少ない中では分け合うこ

とも大切なことのように思う。施工方法，施工材

料，施工方針など総合的にひろい競争要素による

入札はできないものか。維持管理的な仕事内容の

物件には入札はそぐわないように思う。

【187】官製談合は是としないが，民対民の談合は

業界内の受注調整という意味で必要に思う。予定

価格に近い金額で受注して，初めて業者は一般管

理費を捻出し，納税できます。

【258】公共工事，あるいは建築工事について。公

共工事については指名願いを提出する際に，いろ

いろな種類の審査があり，それをクリアーして指
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名願いを提出しているわけですから，ある程度利

益のある工事内容でなければ会社は運営していけ

ない。公共事業のやりたい会社が手をあげて，そ

の中でくじとか，順番を決めればと思う。予定価

格の80，85，90以下で落としたら儲かるはずが

ない。儲からないから談合をして98，99％で落

とし，危ない橋を渡っていると思う。会社は倒産

するために作っている人は誰もいないと思う。会

社は利益がないと運営していけない。みんながま

あまあというような金額（例えば予定価格の

95％）で設定をして順番制にしてはどうかなと思

う（定期的に役所に挨拶に行っている会社に限る

とか）。会社がなくなれば，従業員をはじめ，関

連会社の人達が仕事を失う。若い人はまだ良いか

もしれないが，50歳を過ぎた人はどこも使って

くれない。そういうことも考えてもらいたいもの

です。

【501】インフラ整備が進んでいる現在，総体的に

公共事業が減少するのはやむを得ない。しかし，

地域の防災体制の維持や地場経済の活性を考えた

とき，その地域の工事は地域の業者が受注すべき

であることは論を待たない。所謂談合は既得権益

の温存あるいは特定事業者の横暴のためだけであ

るなら否定されるべきだが，地域の自立を図る上

で必要な部分もある。このまま公共工事が減り続

け，どんどん地域的なボーダーを排除し，かつ一

般競争入札が常態化すれば地域内の業者が壊滅し，

また財政的に脆弱な業者ばかりが域内において残

る結果になるのではないか。その結果，また新た

な地域間格差が生まれるのではないかと危惧して

いる。
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表５－１ 公共事業のあり方・意向について（複数回答可) 単位：事業者，％

767 100.0

（ア）最低制限価格制は維持すべきである 537 70.0

（イ）ダンピング規制を強化すべきである 369 48.1

（ウ）ダンピング規制のため，賃金の最低価格の設定や労働協約の締結が不可欠である 199 25.9

（エ）談合と癒着問題は切り離せないのでやめるべきである 188 24.5

（オ）中小事業者による癒着なき談合もやめるべきである 118 15.4

（カ）中小事業者による受注調整は経営維持に必要であって一概に否定できない 366 47.7

（キ）公共事業の入札・発注はガラス張りにすべきである 264 34.4

（ク）現行の入札・契約方式（一般競争，総合評価）は，中小業者には役立っていない 397 51.8

（ケ）地元の雇用創出や地域経済効果など多様な入札方式を採用すべきである 387 50.5

（コ）赤字受注を防ぐため，公共事業の労務費単価以下で積算した下請発注を禁止すべき 343 44.7

（サ）現場労働者の退職金共済積立，職業訓練費などを含めた受注価格の決定をすべき 233 30.4

（シ）労災隠しなど元請けの責任回避を強く規制し，下請けや労働者の保護を徹底すべき 180 23.5

（ス）発注者は，有給休暇，退職金など労務関係経費を別枠支給し末端まで保障すべき 213 27.8

（セ）最近の公共事業は中小事業者の振興や雇用の拡大には役立っていない 379 49.4

（ソ）北海道新幹線の札幌延伸は北海道経済によい影響を与えると期待している 218 28.4

（タ）北海道新幹線の札幌延伸にお金を使うより中小の建設業者に対する仕事を増やすべき 321 41.9

（チ）北海道はまだ高規格道路の整備が遅れているので，整備を進めるべき 227 29.6

（ツ）北海道は高規格道路の整備はおおむね達成されたので，地方に必要なインフラ整備に予

算をむけるべき
218 28.4

（テ）これからの社会構造の変化を考えると，従来型の大型開発事業から，地域で必要な生

活・教育・福祉に関連した事業にシフトするべき
344 44.9

（ト）分離・分割発注を増加させ，中小零細規模の工事を大幅に拡大すべき 455 59.3

（ナ）随意契約の対象となる住民に身近な小規模工事を意識的に拡大すべき 231 30.1

（ニ）公共事業の総額削減はやむを得ないが，業種転換等の支援を行うべき 145 18.9



【763】業者間の受注競争が激化しダンピング受注

傾向になり，採算がとれない状態が続いている。

このような状態が続くと経営が行き詰まりになる。

談合は良いとは思わないが，最低価格ラインの引

き上げを検討して欲しい。

同意できない部分もあるものの，どういう

条件を前提とするかによっては（言い換えれ

ば，入札制度をめぐって，どういう条件整備

を図るかによって）談合排除への賛同が業界

内でさらにひろがる可能性をもつものといえ

ないだろうか。

以上のとおり，さらなる検討の必要性があ

ると思われるが，公共事業に対する建設事業

者の意向を示すものとして貴重なデータであ

ると思われる。ではその結果をみていこう。

第 一 に，（ア）最 低 制 限 価 格 の 維 持

（70.0％）など，過剰な競争に対する歯止め

となる制度を求める声が多い。（イ）ダンピ

ング規制を強化すべき（48.1％），さらにそ

のために，（ウ）賃金の最低価格の設定や労

働協約の締結が不可欠という主張に全体の４

分の１の事業者が同意している点は，公契約

条例や労働協約を求める運動（後述）との共

同の可能性を示唆するものである。

また，受注調整への理解を求める声，すな

わち（カ）中小業者による受注調整は経営維

持に必要であって一概に否定できないという

声が半数（47.7％）に達する（もちろん，こ

れをどう評価するかは上記のとおり難しい側

面もある。談合・受注調整とは同列視できな

いような，事業者間の信義やお互いの助け合

いの慣行さえ壊れつつある現在の競争状況を

考慮する必要もあるだろう）。もっとも，そ

うであるものの，（キ）公共工事の入札・発

注をガラス張りにすることを要求する声も，

全体の３分の１（34.4％）を占めている。

そして，すでにみてきた契約の片務性をめ

ぐる問題等も反映して，下請や労働者保護を

求める声も多い。すなわち，（コ）赤字受注

を防ぐため，公共事業の労務費単価以下で積

算した下請発注を禁止すべき（44.7％），

（サ）現場労働者の退職金共済積立，職業訓

練費などを含めた受注価格の決定をすべき

（30.4％），（シ）労災隠しなど元請けの責任

回避を強く規制し，下請や労働者の保護を徹

底すべき（23.5％），（ス）発注者は，有給休

暇，退職金など労務関係経費を別枠支給し末

端まで保障すべき（27.8％）である。

以上を大きくまとめると，公共事業の受発

注を透明にし，談合を排除すること，同時に，

激しい低価格入札競争で事業経営や労働者の

生活が維持できない事態の克服，この二点を

どう両立するかが課題として意識されている

のではないか。

なお，低価格競争に関連して，落札率が

（単純に）談合実施の根拠として用いられて

いることに対する批判が数多くみられたこと

も指摘しておく。

入札制度の是正，過剰な競争に歯止めをか

けることを求める声など>

【005】現行の入札・契約方式は企業の収益を無視

した欠点だらけの契約方法である。従って一般に

民間で契約の際に行われている随意契約や指名競

争入札等を検討し，発注者にも受注者にも利益に

なる制度を創出すべきではないのか。

【076】厚生年金や健康保険等に入っていない労働

者が現場では多く見られます。また一人親方とい

う日雇いの労働者も多くいます。単純な価格競争

では厚生年金等に加入している現場作業員を多く

抱える企業が不利になってしまいます。国民年金

すら満足に払わず，年をとったら，生活保護の申

請をすればよいと考える人達が公共工事を受注す

るチャンスが増える現在のシステムをどうにかし

て欲しいと思います。

【221】ブローカー業者の横行により雇用の確保が

厳しい。雇用保険料納付額も入札参加要件に利用

すべき。
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【237】民間工事においても分離発注を促進するな

ど発注先にメリットを与える国の助成金等のシス

テムを考えて欲しい→引渡し後のメンテナンス等

は全て下請業者である。企業のランク付けには，

法人税を毎年納入し，雇用も正規雇用している中

小企業に特別加点があっても良いと思う。

【252】受注のため入札金額を下げて低価格で受注

する企業が多くなっている。品質確保と地元企業

育成から入札参加条件と低価格入札の制限など見

直しが必要。現在，建設業界は受注量減少と利益

減で疲弊している。

【433】私の考えでは，建設業の許可条件の中に資

本及び売上の規模に応じて，正社員として技能工

を雇用する人数を指定する位のことは考えるべき

と思う。現況は一人親方（本人は望んでいない）

が増え労働状況が極めて悪くなっている。ゼネコ

ンやハウスメーカーは技能工を１人も雇用してい

ない。

【539】公共事業の入札時の予定価格について公表

されている物件もあるが，積算されている単価は

市場単価として建設物価や積算資料から算出して

いると聞くが，これらの本〔当〕の調査方法は，

真面目に建退協・社会保険・労災保険を掛けてい

る企業だけでなく，保険を無視している下請や孫

請けの単価も採用しそれを平均するのであればま

だしも，技能者に必要な経費を払わない最低額を

記載しており，それを官が採用し積算するのは正

当な市場単価とはいえない。これでは納税できる

ような正当な利益が得られるとは思えない。アメ

リカでは談合よりもダンピングのほうが罪が重く

罰せられる。大切な税金を使って工事発注するの

だから最低入札額の設定は大事だと思う。ダンピ

ングで受注者業者の多くが廃業しており，カシ

〔瑕疵〕保障の面からもダンピング業者に発注す

ることは税金の無駄遣いと言える。指名専門業者

からの単価調査を行い，建設物価の単価を参考に

することはやめてもらいたい。

【639】建設業界，公共事業に限らず，全てにおい

て労務単価の設定方法がおかしい。生活水準を上

げるには労務単価を上げるのが必要で，前年度労

務単価調査は良いが，単価が低いとまた下げるで

は，無責任な調整で，反対に上げなくては。特に

公共工事については責任があると思う。

【641】入札について，価格のみの競争に流されず，

各設備の専門知識を大切にして欲しい。専門知識

をもった会社，専門知識を持つ事に対してもっと

支援して欲しい。建設業の経営事項審査は，明ら

かに大規模なゼネコンしか相手にしていないと思

う。規模は小さくても地道に・正直に技術をみが

き，努力している会社がうかばれるような政策を

とって欲しい。

【704】目先の透明性及び拡大をし，競争をあおる

ことばかり追求する入札制度ではなく，地域に密

着貢献し雇用対策に真摯に取り組み工事車両及び

専門機械等を装備している会社に適正な価格で受

注できる入札制度にしていただきたい。

【733】行き過ぎた価格競争による品質低下を防ぐ

ため技術力や過去の工事成績，地域貢献などを総

合的に勘案して落札者を決める総合評価方式など，

良質な社会資本整備に貢献する企業（組合）が生

き残っていける制度の実施。一般競争入札の拡大

で競争激化によるダンピング対策として予定価格

の事前公表の廃止。中小企業のための官公需適格

組合へ発注する（随意契約），工事請負金額の増

額。

落札率が談合実施の指標としてストレート

に用いられることへの批判>

【142】マスコミ等での談合報道はおかしい。ある

程度の受注調整がなければ建設業者はやっていけ

ない。マスコミは変な正義論ばかり強調して一般

の人々をあおり立てて，建設業者を悪者に仕立て

ている。最近の公共事業は設計金額も厳しく，た

とえ100％で落札しても利益がゼロという工事も

あり，80％台で落札しても経費がでないのが実態

なのです。先日も新聞報道で，北海道の工事が平

均92％で落札していてそれが高すぎると書いて

ありました。それではどの値が正しい値なのか，

高いとする根拠はなんなのか？ 何にも分かって

いないのです。

【252】工事費用削減のため官庁の発注時期を冬期

（積雪期）から変更して欲しい。落札率を低くす
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ることが官庁や一般市民の利益になることではな

いので，マスコミ等が落札率90％以上で高く発

注者が損害を受けたなど報道があると誤解が生じ

る（業者側は予定価格が下がり，利益確保ができ

なくなる）。

【323】90％以上は談合しているとの見方が強いが，

もともとの発注額が低いことが多々で，最低制限

（低入札）では一般管理費を出すことの出来ない

工事もある。特に冬期工事のほとんどが直工費赤

字である。談合はいけないが，入札率で談合疑い

するのは間違い

【502】公共工事の削減により将来のビジョンを描

くことができません。工事量の減少とともに競争

が激しく過当競争で適正な利益も確保できていな

いのが現状です。入札の透明性を求められるのは

当たり前ですが，競争で価格が下がるのが当たり

前と報道するマスコミにも問題があると思います。

このままでは地方の建設会社は大半が倒産してし

まいます。

【598】近年，公共工事入札について，マスコミの

情緒的な風潮もあり，低価格志向が強まっている。

過去において，特に建築工事は過大な工事利益を

あげていたのか？ 疑問である。低価格のしわ寄

せは自身の低利益化や，専門業者，労働者へ及ん

でいる。このような状態を続けていたら，専門業

者の淘汰や職人の不足化を招くだけである。将来

の建設業界崩壊をもたらす恐れあり。

【668】落札率90％以上は談合だというマスコミ，

自称オンブズマンなど実態を良く承知していない

人，又，一般人への積極的な PRが必要。この調

査も結果を公表し，関係機関，発注者等へ周知さ

れますよう，強く要望します。

第二に，現在の公共事業の中身を問う声が

少なくない。

すなわち，（セ）最近の公共事業は中小事

業者の振興や雇用の拡大には役立っていない

という回答が半数（49.4％）に達している。

また，（ソ）北海道新幹線の札幌延伸は北海

道経済によい影響を与えると期待しているの

は３割（28.4％）にとどまり，一方で，（タ）

の，そのお金を中小の建設業者に対する仕事

に振り向けるべきという指摘には41.9％の

声が集まっている。

もちろん，（ソ）は，札幌延伸が是か非か

を問うたものではなく，その意味では，「反

対」という意思表示を示した事業者が多数派

であることを意味するものではない。しかし

ながら，「オール北海道」と主張される新幹

線の札幌延伸が，（控えめに述べても）建設

事業者の間で必ずしも強い賛同を得ているわ

けでは決してないことは確認されよう（本文

中に表は示していないが，函館あるいは札幌

に本社を置く事業者においても，（ソ）に回

答したものはそれぞれ35.3％，27.0％にと

どまる）。

あるいは大型開発の象徴でもある（チ）高

規格道路の整備を求める声が３割を占めるそ

の一方で，（ツ）高規格道路の整備はおおむ

ね達成されたので，地方に必要なインフラ整

備に予算をむけるべきという声も同じく３割

を占める。そして，（テ）これからの社会構

造の変化を考えると，従来型の大型開発事業

から，地域で必要な生活・教育・福祉に関連

した事業にシフトするべきという回答は

44.9％に及んでいるのである。

もちろん，どんな内容の事業が求められて

いるのか，さらなる精査が必要であるとはい

え，従来型の公共事業を問う声が建設事業者

の間でも強くなってきていることは確認され

よう。

ところで，重層的請負構造のもとで，無理

な価格での受注競争が下請に負担を転嫁する

ことになっている状況については先に確認し

たとおりだが，あわせて，発注形態を問う回

答も多い。すなわち，大型工事をゼネコンに

一括請負方式で発注するのではなく，（ト）

分離・分割発注を増加させ，中小零細規模の

工事を大幅に拡大すべきという声が半数を超

えている（59.3％）。それは，必ずしも必要
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とはいえないゼネコンの介在を排除して，中

小の建設事業者に，より有利な条件で仕事が

提供されることになり，結果として，中小企

業の振興・地域経済の活性化にもつながるこ

とが期待される。

公共事業の中身を問う声>

【005】北海道新幹線の札幌延伸はムダ。10何年

後に完成しても４時間もかけて乗る人はいる？

経済効果は机の上だけなので既存道路整備，危険

箇所整備に使ったほうが良い。公共事業は道内で

はまだまだ必要。

【333】既成業者と官庁との受注調整があるので今

後もこの体質は変わらない。必要でない（地域住

民の意見が反映されていない）公共工事が現実に

行われている。特別会計で予算を使い切ってしま

うというその体質にあきれる。国，地方自治体に

も，変えようという人間がいない。これが当たり

前と思っているところが気に入らない。

【423】入札制度の総合評価は中小企業にはまった

く厳しいものである。工事を分割してより多くの

業者が参加できるようにしてもらいたい。問５の

（ト）（ナ）のように，中小業者にも公共工事を少

しでも受注できるようにしてもらいたい。自社の

地域は漁業中心なので，必要な漁港はあると考え

ますが，後継者がいなくなり，それによって漁船

の数も減っているのに，いまだに一度ついた予算

は計画の途中でやめられず，「費用対効果の検証」

なく造り続けている。５年後には船のいない漁港

が北海道にはどのくらい？ 漁船のない，そして

使用されていない漁港を写真で道庁（知事）宛に

送付してやりたい気持ちです。「公共工事は検証

しながら」。

【434】地方自治体で大手志向が強いと思います。

地元建設業者でも技術的に十分施工できると思い

ます。新幹線の工事についても，地元業者は一部

分の〔み〕の工事下請けをしているようです。今

後も新幹線工事での地元経済への影響は無い。

【459】人口減の中，高規格道路，新幹線等の大型

工事を止め，住民の身近な福祉，教育，医療に目

を向けていただきたい。

【593】北海道の建設業界は，公共工事の受注で成

り立っていますので，道民の生活に必要な道路，

学校，公住等の整備を増やしていって欲しいです。

【627】公共工事といえどもその工事が行われるこ

とについての効果や経済性が求められる時代であ

り，戦後のインフラ，高度経済成長時代のインフ

ラ，低成長時代のインフラと内容が変化しなけれ

ばならないのに，相変わらず何十年前の感覚の公

共工事が多い（業者を食わせるため？）国民不在

の公共工事といっても過言ではないと思う。「OB

の受け入れ」＝「その役所の受注の確保」という

構図は，何十年前からずっと続いている，マスコ

ミには土木建築について多く取り上げられるが，

設備（電気，管）でも上記のことが脈々と続いて

いる（コンサルタント部門が特にひどい）。入札

制度等色々な問題もあるが，発注者と受注者と

OBの関係が諸悪の根源（これに金，政治家もか

らむ）ではないかと思います。

【761】北海道経済の疲弊度は最悪の状況にむかっ

ている。地場中小企業の経営悪化は，失業者問題

から地域中小金融機関の存亡まで影響するとみら

れる。北海道新幹線の延伸工事に支払われる工事

代金は大手ゼネコンに入るもので，地場が潤いを

得られるわけではない。この路線完成後の経済貢

献度にはさしたる期待はできない。格好つけるこ

とはやめて，地元や地元企業のために予算を投入

すべきと思慮する。

発注形態を問う声>

【337】当社は専門工事業者である。専門工事業，

防水，塗装，アスベスト工事など専門業者にほと

んど丸投げになる工事でも，建設会社に発注して

いる。専門業者直入札方式にすると元請経費の削

減にもなるし，不要な過当競争も減少するのでは

ないか。

【568】北海道における建設産業の位置づけとして

は，経済的ウェイトが高いと思われます（全産業

に対するウェイト）。関連企業を含めての経済的

効果。日本における北海道の位置づけとしては，
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インフラ整備が遅れている状況です。以上を考慮

すると，もっとインフラ整備，経済的効果を高め

るためには，地域を中心とした公共事業を含む，

地元の雇用創出，地域経済効果に目を向けた予算

をあげ，まわすことが必要ではないかと思います。

中小業者への公共事業に対して，直接の発注方

式＝分割発注など条件が受け入れやすい方式の採

用と，ゼネコンへの管理部門のみの発注（技術的

管理に対しての発注）の分割等がより地域への経

済効果を期待できるのではないか。

【647】役所で実施する総合評価方式は従来行われ

ている天下り企業を優遇する指名入札方式と大差

ないので，公平に落札業者が決定される方法を考

えなければならない。このような事項を検討する

機関は従来の天下り機関や建設部の関連の部署で

行われるのであれば，総合評価方式程度の考えし

か出来ない。

【623】公共工事で低価格優先の発注方式は良くな

い。理由は，品質の確保などに問題が生じ，地域

にとって残すべく会社などがなくなっていく。地

域経済の活力がなくなっていく。国土交通省主導

の経営事項審査結果通知書及び入札条件などは

OBが入っているような大手会社を優先し，地方

の中小企業が入札に参加出来なくなってきている。

地方分権政策からも逆行しています。工事量の減

少などにより，現在維持されている分離発注が一

括発注になっていくのではないかと危惧していま

す。一括発注では，工事資金の流れが不透明にな

り，ゼネコンの元請だけが利益を吸い上げる昔の

状態に戻ってしまいます。発注者にとっても納税

者にとっても良い方式ではありません。民主主義

が進むほどに人々は透明性を求めるものと言われ

ています。活力ある北海道のコミュニティ形成か

らも分離発注は継続しなければならないと思いま

す。

【626】大型事業（新幹線等）はせっかく北海道の

ための工事で，北海道にまわってきた施設なのに，

大手ゼネコン等，資材もまた国（中央）関連業者

が受注して，もうけをもっていってしまう。

Ⅳ．まとめに代えて

【077】北海道は全体的に公共事業に頼らざるを得

ないと思う。中でも建設業に携わっている方々が

相当にのぼることと思います。公共事業を増やす

ことにより，景気の刺激になることは間違いない

と思う。物流も良くなり，税収も上昇することと

思う。よって福祉予算も大切なことと思うが，今

のこの状況（不景気）を打破するには公共事業費

を増やすべきだと考えます。

【682】指名業者が判らないので，調整できない。

これがネックとなる。したがって一般競争入札は

まったく不満である。

これは自由記述の一部である。こうした声，

すなわち，中身に言及せずに（少なくとも記

述上はみられない）さらなる公共投資を求め

る声や，談合・受注調整をよしとするような

声は，今回の調査でもみられた（資料１を参

照）。

私たちは，必要な公共事業を否定するもの

ではないし，価格だけの競争で事業経営や産

業の再生産が困難になっている事実を否定す

るものでもない。むしろ事態の改善が急がれ

ると考えている。だがその方向性は，上のよ

うな，中身を問わずに単にこれ以上の公共投

資を求めるものとも異なるし，激しい低価格

受注競争の回避のためと称して談合を求める

ものとも異なる。

北海道経済の自立あるいは必要なインフラ

整備がうたわれながらも，いつまでも経済的

な自立が困難な状態が続き，なおかつ，財政

危機が言われながらも不要不急のインフラ整

備への投資が続けられてきた（そしていまな

お「選択と集中」の名のもとで続いている）

歴史的経過を考えてみても，公共事業のあり

方は問われなければなるまい。また，政治と

カネをめぐる問題が繰り返し浮上する中で，
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公共事業あるいは建設産業に対してネガティ

ブなイメージが強固に形成されてしまった感

があるが，政官業の癒着のトライアングルは

徹底して排除されなければなるまい。

本調査で公共事業をめぐる問題に焦点をあ

ててきたのは，他府県に比べてそのウェイト

が高い公共事業のあり方を問うことが，北海

道の建設産業や，ひいては公共事業の影響が

大きい地域経済あるいは関係各機関のあり方

を見直していくことにもつながると考えての

ことである。

冒頭で述べたとおり，建政研（2008a）で

は，魅力ある建設産業をめざして「提言」を

すでに行っている（表０－２）。これにつけ

たすことはとくにない。そこで，最後に，こ

の「提言」を念頭におき，調査の結果をふま

えた若干の補足を行う。

なお公共事業に関する私たちの考えを簡潔

に述べると，地域に必要な建設構造物が，適

正な価格でつくられ，また，受注者である建

設業者の育成・建設産業の振興につながり，

当該事業で働くひとたちには適正な労働条

件・処遇が保障されることが必要である。ま

たこれらの実現という観点からも，発注者で

ある自治体や建設事業者（大手，中小零細，

業界団体）及び労働者・労働組合はむろんの

こと，納税者であり建設構造物の利用者でも

ある地域住民など，幅広い関係者の参画が必

要になると考えている。

・公共投資の中身にかかわって

第一に，公共投資（公共事業）の中身に関

わることである。

現在，急速な景気後退という事態をうけて，

大型の公共投資の必要性が各方面から聞こえ

てくる 。公共投資の必要性を否定するもの

ではないが，しかしながら，（量的問題もさ

ることながら）質的な問題を吟味する必要が

あるだろう。現在私たちの社会は時代の大き

な転換点を迎えている。環境やエネルギー問

題あるいは財政の制約を考えるならば，これ

までのような経済成長を前提とした開発型の

大型投資は控えるべきではないか。しかも人

口構造が今後大きく変化（高齢者人口が急

増）する中で，早急に求められているインフ

ラ整備は果たして何なのか，十分に検討して

いく必要があるだろう。また，従来の公共投

資は，次々と新規の構造物の建設に投資を図

るという，いわゆる新規投資中心主義（永

山）であり，維持・改修・補修という観点が

必ずしも十分でなかった。今後，そのつけが

一気に噴出してくることが懸念される 。

以上をキーワード的に言えば，経済成長を

前提とした大型開発事業（ときに環境破壊型

の事業）から生活・教育・福祉分野あるいは

地域に必要な（地域密着型の）事業への転換，

新規投資中心主義から維持・改修・補修ある

いはライフサイクルコストを視野にいれた公

共投資への転換となるだろうか。その意味で

は，現行の国土形成計画や道路中期計画など

は批判的に検証される必要があるのではない

か。

もちろん私たちは，北海道内においても，

例えば高規格道路や北海道新幹線の整備の必

要性を強く主張する声 が存在することは承

知している。だがそれも，北海道の財政状況

やそれにもとづく各種政策の優先度，あるい

は高規格道路等の整備による経済効果や北海

道における総合的な交通体系の構想・交通の

実態などから多面的に検証する必要があるの

ではないか 。

繰り返しになるが，従来型の公共事業（と

りわけ大型・開発型の公共事業）は，十分な

検証もなく，しかも過大な需要・利用予測に

もとづき，地域住民等からの批判をうけても

（需要予測が異なることや当初目的が達成さ

れないことが明らかになってさえも），決し

て止まることなく展開されてきた。「時のア

セスメント制度」が十分に機能していないこ

とも最近報じられた 。その意味では，公共
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事業の構想，計画段階からの，幅広い関係者

の参画を制度的に保障していくことが不可欠

であることは強調しておきたい。

・談合・天下りの排除と公正な競争環境の確

立を―下請け・労働者を守るために

第二に，談合や天下りを徹底して排除する

と同時に，破壊的な低価格受注競争を防止し，

表０－２ 魅力ある建設産業をめざす，建設政策研究所の見解と提言

Ａ．地域建設業の振興策を基本とする建設産業政策の提言

１．財政縮減政策の下，地域建設業が地域産業として持続的に活動する行政施策

１)建設産業政策を地方自治体の産業行政に位置づける

２)地域を広域的に精査し，地域建設産業の中・長期的課題を検討し，地域に総合政策に建設物の新規供

給，及び維持・管理課題を位置づける

３)地域における建設産業政策づくりは地方自治体で行い，国はナショナル・ミニマムの確立を

２．公共事業は官公需法を重視し，入札契約制度は地域の実態に応じた改善を図り，地域建設業を発展させ

る

１)地域建設業の役割の重要性に鑑み，地域建設業者を育成する立場から官公需法の改善を

２)公共工事入札・契約制度を地域中小建設業者数に見合った改善を

Ｂ．建設労働者の労働条件の抜本的改善で魅力ある建設産業をめざす提言

１．建設労働者が人間的で文化的生活を維持できる産別最低賃金の業界での合意を

２．建設業の特殊性に基づく労働条件の確保については建設業者の出資による基金制度を確立する

３．社会保険料・労働保険料の事業主負担分は元請・下請契約の別枠として実際に労働者を雇用する雇用主

に支払われる仕組みを

４．技能労働者の技能の向上を

５．建設技能労働者「派遣」事業の有効化

６．建設就労者の相対的過剰供給構造の打開

７．高齢建設就労者への就労と福祉充実の対策

Ｃ．談合・「官製談合」を完全に排除し，公共事業の公正な競争関係確立のための提言

１．公共事業をめぐる計画段階からの政官業癒着の排除を

２．独占禁止法の一層の強化とともに取り締まり体制の充実で談合排除の徹底を

３．「脱談合」後の入札・契約レベルにおける公正な競争関係確立

４．高品質を理由とした工事価格の高騰を避けるため，予定価格の上限拘束性を堅持するとともに，予定価

格づくりの適正化と公開を

５．「公契約条例（法）」の制定により公共工事の競争の前提の統一を

Ｄ．元請・下請間の片務契約を排除し対等・平等な契約関係の提言

１．元請責任の明確化

２．元請・下請間の片務性の是正と公正な契約内容の実現

３．下請業者の適正な見積，請負代金の実現

４．一括下請発注，一括再下請発注などの根絶

５．工事現場における元請責任の徹底

６．政府，行政機関による公共工事の公正な調達のルール形成

Ｅ．民主的改革に向けてすべての主体の参画

１．公共事業の民主的改革の上での主体の参画

２．建設産業の民主的改革の上での主体の参画

建政研（2008a）より。但し内容に関わらない部分（表記等）の一部を変更。
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公正な競争環境を確立すること，下請事業者

や建設労働者に価格競争の負担が転嫁される

ことを防ぐシステムを構築すること，である。

先にもみたとおり，落札率が談合の有無と

単純に結びつけて考えられていることに対す

る事業者からの批判は強い。実際，低価格競

争で事業経営や建設労働者の生活が維持・再

生産できないような事態が生じてもいる。皮

肉にも，かつての談合・受注調整という建設

業界の慣行は，不十分ながらも下請事業者の

経営や建設労働者の賃金・生活を守るのに間

接的に機能してきた。いまそうした慣行が需

要の減少や競争政策で大きく崩されてきてい

るにもかかわらず，それに代わる公正な歯止

めがないのが問題である。

例えば上の表０－３は，公共工事の設計労

務単価の推移をまとめたものである 。この

単価は，市場価格にもとづき定められる。そ

のため，低価格受注競争が激しく展開されて

いて，しかも実際にはこの単価に満たない賃

金が労働者に支払われている現状では，翌年

度に提示される単価はさらに低下するという

悪循環が生じることになる 。実際，軽作業

員ではすでに１万円を割る水準にまで落ち込

んでいる。

こうした状況をどう克服していくか。一つ

には，公契約条例 の制定を求める取り組み

が参考になる。すなわち，公共事業や，官

（公）の領域で進む民間への労務委託契約で

著しい低価格での発注（契約）がひろがり，

働く貧困層（官製ワーキングプア）が大量に

生み出され，「政府・自治体が生活困難な労

働者を生み出している」ことへの批判や発注

条件の是正を求める声が強まっている（自治

体レベルにおける条例の具体的内容は，例え

ば，条例案の段階だが尼崎市のケース，国分

寺市の調達に関する基本指針などがインター

ネット上から入手できるので参照されたい）。

北海道でも例えば，函館市の実践が注目さ

れる 。すなわち，「公共工事発注における

地域経済振興や，雇用・労働福祉重視型の行

政指導の体系」（建政研）と評される函館方

式では，地元業者の活用，地元資材の優先的

使用，そして重要なポイントである，二省協

定の賃金額の明示と適正な賃金支払への配慮

を求める通達，加えて，それらが実際に遵守

されているか，市の監視姿勢が示されている

のである。ともすれば，工事発注後は，下請

事業者への厳しい発注条件やそこで働く労働

者の劣悪な労働条件等についても，民間事業

者同士の契約を理由に不問に付されてきたの

に対して，函館市の実践は，自ら発注する工

事に対する市の理念・姿勢を示すものといえ

よう。官製ワーキングプアを大量に生み出し

てもなおそのことを省みない発注者の姿勢を

あらためさせる取り組みが必要である。あわ

せて，今後一層，自治体側の発注体制・能力

の強化が求められることも述べておく 。

また，低価格受注競争のつけが下請事業者

にまわされている現状はみてきたとおりだが，

その是正には，一つには，元請・下請間の契

約の片務性を是正し公正な契約内容を実現で

きるような実効力のある法制度が求められる

（その方向性は，例えば，すでに国交省「建

表０－３ 設計労務単価の推移
単位：円

1997年度 2008年度

特殊作業員 19,700 13,300

普通作業員 15,900 11,000

軽作業員 12,500 9,000

とび工 19,700 14,000

～

鉄筋工 21,100 12,900

運転手（特殊） 20,200 13,800

運転手（一般） 17,300 11,300

型枠工 21,700 13,500

大工 21,200 14,100

左官 20,300 14,300

資料出所：2000年度以降は国土交通省総合政策局労
働資材対策室，それ以前は建設・農水・
運輸三省協議会。

出所：北海道建設新聞社『北海道建設年鑑』各年版
より。
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設業法令遵守ガイドライン」にも示されてい

る）。また，一括請負方式をあらため，分離

分割発注を導入すること。あるいは，単に価

格だけの競争ではなく，総合評価方式を導入

し，地域の建設業者の育成・産業振興につな

がるような，（この間の入札制度改革とは異

なる意味での）入札制度の改革が必要と考え

る 。

さらに，労働協約の確立が，建設労働者の

賃金・労働条件の標準（最低基準）の確定と

いう観点からはむろんのこと，建設産業にお

ける破壊的な競争や重層的請負構造を利用し

た下請事業者への犠牲の転嫁を防止し，適正

な価格を確保するためにも求められる。労働

組合が労働条件の決定過程から徹底的に排除

されてきた，これまでの「労働組合排除型の

建設産業秩序」（建設労働協約研究会） か

ら，集団的労使交渉による産業秩序への転換

が求められている（図０－１）。

最後に，繰り返しになるが，以上の課題の

実現のためにも，建設業界の労使や発注者，

そして納税者であり建設構造物の利用者でも

ある地域住民という幅広い関係者の参画を保

障することが重要であると考える。とりわけ，

本調査研究との関連でいえば，建設事業者・

業界団体自らが「談合・ダンピングを排除し，

公正で魅力ある建設産業」の実現のために，

積極的に声をあげることが期待されている。

そのことを強調したい。

注

１ 川村（2007），川村（2008）を参照。

２ 川村（2008）p95より。

３ 本文中には示していないが，所属団体（複数回

答可）で多いのは，専門工事業協会（34.8％），

地 域 商 工 会（34.8％），地 元 建 設 業 協 会

（28.7％），中小企業同友会（14.5）などである

（「その他」も16.6％）。

４ 従業員の雇用形態別内訳及び業務別内訳につい

ては現在集計中。

５ ほとんどが零細事業者である，北海道商工団体

連合会の会員を対象に建政研北海道センターがか

つて行った調査結果（有効回答501事業者，未刊

行）では，前
﹅
年
﹅
比
﹅
で
﹅
売上高が「増加」しているの

はわずか4.5％，「横ばい」も23.1％にとどまり，

残りは順に「１割以内の減」17.2％，「３割以内

の減」30.0％，「３割超の減」25.2％に及んだ。

また所得（利益）も，200万円未満（24.7％）と

「～300万円未満」（23.0％）をあわせると全体の

半数弱を占めるという状況であった。

６ 道内各自治体の公共事業の入札状況がどうなっ

ているのか，私たちも調査を検討中である。なお

『日本経済新聞』の調べによれば，道内全35市の

うち，一般競争入札を完全導入しているのは９市，

一部で導入した市も含めると，全体の８割の28

市が一般競争入札を導入済み，とのことである。

2008年９月25日付。

７ 資材ごとに具体的に記載してもらったコスト増

の割合については集計中。

８ いわゆる入札制度改革で一般競争入札の比重が

増している現状を考えると，競争入札に関連した

設問を増やすべきだったかもしれない。

９ 元下間の契約をめぐる問題は，国交省（2008）

の「建設業法令遵守ガイドライン（改訂）―元請

負人と下請負人の関係に係る留意点」に詳しい。

10 先にみた経営をめぐる問題（表２－３）での

「低価格での受注競争の激化」に比べると値は小

さい。「地元」の公共事業に限定したこと，回答

図０－１ 野丁場における中央／地域／専門業種別団体交渉機構の構想

建設政策研究所（2008b）を加工。
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選択肢に「談合破り」という限定をつけたことな

どが影響している可能性もある。

11 過去最大規模となる2009年度の補正予算が成

立した。その柱の１つである公共投資分野には従

来型の公共事業がふんだんに盛り込まれている。

12 文部科学省による公立小中学校の耐震改修状況

調査結果によれば，「国土交通省の基準で震度６

強の大地震で倒壊する危険性が「高い」とされる

施設が全国に一万六百五十六棟あることが初めて

判明。危険性が「ある」とされる施設や耐震診断

を実施していない施設も含めると，全体の三七・

七％，約四万八千棟が危険である実態が明らかに

なった」。以上は「校舎１万棟，倒壊も 公立

小・中 震度６強の耐震調査」『日本経済新聞』

2008年６月21日付。

13『国土交通白書2007』p83によれば，建設後

50年以上経過した橋梁等の道路施設は今後次の

ように急増するという。すなわち，2006年度

６％⇨ 16年度20％⇨ 26年度47％（コラム事例

「荒廃するアメリカ」と日本）。この問題について

は，『建設政策』124号（2009年３月号）の高木

論文「社会資本維持管理の危機―道路橋梁の場

合」を参照。また，最近の関連記事として，「橋，

６割に損傷 予防型管理へ転換」『上毛新聞』

2009年３月13日付。

14 例えば，小林・佐藤（2008）。

15 その意味では，北海道「北海道の交通ネット

ワーク総合ビジョン」（とりわけ「国際交通ネッ

トワークの形成」「幹線交通ネットワークの形

成」）や，同「ビジョン」にもとづいて実施され

る一つ一つの事業について事前の十分な検証が必

要であると考える（「道央道・新千歳 IC計画に

20億円「４分短縮」効果実感できず」『毎日新

聞』2009年３月29日付）。

16「公共事業 中止・休止２％」『朝日新聞』朝刊

2009年３月20日付によれば，「「時のアセスメン

ト」と呼ばれ，長く停滞した公共事業を見直すた

め各都道府県が設けている第三者機関による再評

価制度で，実際に中止・休止となった事業は98

～08年度，評価対象全体の約２％にとどまるこ

とが，朝日新聞社の調査でわかった」。

17 いわゆる主要10職についてまとめたものであ

る。なお2009年度の全職種の平均値は15350円

で，前年比0.2％減である。「道内50職種0.2％

減，平均１万5350円 09年度の公共工事設計労

務単価 ７工種で全国最低に」『北海道建設新聞』

2009年３月28日付。

18 この問題は政府にも認識されており，この間，

国土交通省のもと（「公共工事設計労務単価のあ

り方検討会」）で問題解決のための議論がされて

きた。なお同検討会が先日まとめた報告書では，

単価の設定にあり方（調査方法）にとどまらない

重要な指摘がされており興味深い。すなわち，

「公共工事設計労務単価の改善すべき事項につい

ては，単価の設定のための調査方法や設定の考え

方だけにとどまらず，労務単価を使用した積算に

関する事項，元請下請関係に関する事項，建設技

能労働者の賃金等の労働条件の決定に関する事項，

など公共工事の各段階における課題が指摘されて

いる。」

19 公契約条例については，永山・自治体問題研究

所（2006），労働大学調査研究所（2009），全国労

働組合総連合（2009）などを参照。また，わが国

は批准していないが，この問題についての国際的

な動向について，ILO94号条約（公契約におけ

る労働条項に関する条約）などを参照。

20 同市の実践は，建政研・東京土建（2004）を参

照。

21 例えば公共事業の発注をめぐって次のような問

題がある。すなわち，「自治体の技術系職員10人

以下３割占める発注者支援の必要性浮彫り」「国

土交通省がすべての地方自治体を対象に発注体

制・能力をアンケートした結果，技術系職員数が

10人以下の自治体が全体の約３分の１を占めて

いることが分かった。特に町村では約６割が10

人以下となっており，約２割がゼロと回答した。

建築，土木，設備の各担当部署別調査では，工事

発注業務全般の課題として「技術系職員の不足」

「技術系職員の専門的能力の不足」がともに約９

割を占め，何らかの形で発注者を支援する必要性

が改めて浮き彫りになった」。『建設通信新聞』

2008年３月７日付。

22 今後求められる入札改革の方向性については，

武藤（2003），（2006）を参照。

23 わが国建設産業における労資関係の歴史につい

ては，建設労働協約研究会（1998）の椎名論文

「なぜ建設産業における労働協約をめざすのか

―建設労資関係史の概括を踏まえて」を参照。
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資料１ 自由回答一覧表

回答内容は以下の五つである（調査票の自由記述部分

と対応）。

①経営の困難の内容等

②資材の仕入れ単価等

③コスト削減策等

④低価格入札の弊害等

⑤自由記述

【002】②鋼材をはじめ各種資材が10～20％程度アッ

プ。

【003】①道内で公共事業が無くなったら何がある？

【004】②下がったものはなく，全ての資材が10～

30％上昇している。

【005】②大幅な変化なし。④「低価格入札」により業

務実施の経費は充当出来るが，一般管理費や株主に支

払う配当や役員手当等に充当する経費が不足する。税

金等もほとんど無しに近い。適正な企業経営は困難に

なっている。

【006】⑤稚内方面，網走・北見・紋別の高規格道路の

促進を重点的に進めてください。本来なら国鉄廃止と

並行して進めるべきでした。

【007】①営業力の低下。競争の激化。コスト上昇。②

130。鋼材，消耗財，全般の上昇。③賃金切り下げに

よる社員の不満。

【008】①工事量の減少，作業員の高齢化。②鋼材類は

40％アップ，木材30％アップ。④最低価格で落札し

て下請けに安い単価で施工させる。よって下請けは苦

しい状態になる。

【010】⑤建設業の労務単価は年に一度の調査で決定し

ますが，そのことが不満。理由の一は，労務単価調査

に費やす時間がもったいない。その二は，各地方公務

員の１日単価を反映して欲しい。なぜ労務者と公務員

の単価が大幅に（２，３倍）違うように設定積算され

るのか意味不明（公共工事は税金での発注）。

【011】①外注労務費の上昇。②５％増。副資材の価格

の上昇。

【012】①注文住宅100％ですが，ローコスト住宅との

価格面においての差別化をどのようにアピールするか

など営業面です。②20％。板金，基礎，合板，Gw，

スタイロフォームなど全てが。大工手間が上がってな

いです。

【013】①工事の減少が大きく，下請けの仕事がない。

自助努力する体力がない。銀行が支払条件変更等の資

金繰りに関する陳情を受け付けない。②鉄鋼製品15

円/本→ 22円/本（146％），環境緑化製品325円/m

→ 360円/m（111％）。③資材削減のコストは限界，

人件費も限界。コストを削減する場所は役員の報酬も

同じ。とにかくカバーできる売上（仕事）がないから

限界，④下請けの業者に対しての締め付けが厳しい。

価格を低くとったので安くしてくれ，の要望ばかり。

これではやっていけない。⑤北海道の建設産業人口割

合は46％ぐらいあるはずで（ママ），10年前に比べて，

公共予算が半分になっているのに，業者の数はそんな

に減少していない。よってパイの奪い合いで下請け業

者が影響を一番受け，倒産していく。公共予算の減少

の流れと，建設産業のソフトランディング（他事業へ

の進出，事業転換など）のスピードが合っていないと

感じる。公共事業の減少について，段階的にこうなる

という提言のもとに建設業の淘汰を図るのであれば金

融の支援が絶対である。工事の減少と金融支援をマッ

チさせたソフトランディングをつくってもらいたい。

【014】②120。鉄筋，原油関連。

【015】⑤中小企業は赤字経営であれば，ボーナスがゼ

ロであるのは当たり前。役所は財政破綻しているのに

ボーナスは２ヶ月もらうことが出来るのは全く理解で

きないし，不当である。自分の取るものはさっさと先

取りする。公共予算は削減する図式などは許せない。

【017】①官民とともに工事件数が減少。最低基準が設

定されていない。工事はほとんど原価で落札されるこ

とが多い。

【018】④鋼橋業界は談合問題後，2005年は指名停止，

2006年は低入札の多発と危機的状況にありました。

廃業したメーカーもあり，合併を含めて業界の再編成

が行われています。現在は最低制限価格の及び調査基

準価格の見直しが行われ（平成20年４，５月）落ち
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着いた状況にあります。⑤公共工事の減少→落札率の

低下→最低制限価格での落札の流れは，競争原理があ

れば当然のなりゆきと考えます。工事に特殊性がない

一般土木の90％を超える落札率は談合がなければ不

自然です。現在，開発局の談合問題がクローズアップ

されていますが，土現発注工事にも同様の問題がある

と思われます。開発局の技術レベルが土現より劣ると

いう指摘もありましたが，実務レベルでは経験と管理

基準レベルから考えても明らかに開発局が上です。公

共工事減少の環境で，ある程度の業界の縮小は仕方が

ありません。但し，技術レベルを正しく評価すること

が今までとこれからを考えたときに残りうる姿に必要

であると思います。とりとめがなく，すみません。

（グラフ付き―調査者）。

【019】②120％。銅，ステン，鋼等の配管材料。設備

機器，機具類全般。③役員のリストラ及び給与の大幅

カット。

【020】①安易な一般競争入札ばかりが増えて受注予定

が立てられない。②120％。鋼材，原油価格の高騰は

すべての仕入れ価格に影響する。③共存共栄は得られ

ない。

【024】②115。鋼管，塩ビ類。

【025】①規制緩和で小規模の業者が増えて，激しい競

争による利益の減少。一円の資本金で会社設立が出来

るのはどうかと思う。②120。機種関係など。③役員

の給料のカット60％以上。従業員の賞与をゼロにし

た。⑤あまりにテレビやマスコミが不景気をあおりす

ぎる。もっと冷静に報じて欲しい。

【026】①経済不安定による顧客減少見込み。④入札関

係者の抜本的入替（利害関係者以外の人）が必要。⑤

公共事業の計画については，国・道・市ともに遊休地

の活用及び本当に必要な工事なのかを重点項目に置き，

予算を最小限に抑えながらの発注が必要と思います。

また，入札については，当初より業者が決まっている

ならば，一社のみの指名制にしてムダな入札の廃止を

して欲しい（入札書類を作成しても意味がない）。

【027】①元請受注において低価格入札が続き，会社経

費が捻出できず，このままでは遅かれ早かれ資金力の

ないものから倒産する。③１件の工事からより多くの

利益を出すよう現場管理の見直しをする。④入札の方

式によっては低価格者が排除されるものがある。低価

格で落札すると，発注者の落札者への管理が異常に厳

しくなっている。もともと利益が少ないところへさら

に出費が増える。

【028】②120。塗料，副資材。③公共工事も，下請工

事をするにも必要な資格や提出しなければならない書

類等が多くて，少人数の会社では，負担が多すぎる。

④橋梁工事などに必要な資格を持った人を雇い入れて

いても，競争が激しく，受注できる工事が少ないため，

合わない。

【034】①公共工事減少による受注減。②120。銅，鋼，

鉄，プラスチック，ビニール等の値上げ。

【037】①銀行の貸し渋り。②105。水回り商品。鉄類。

【038】④指名入札に参加出来ない。挨拶回りはよくい

くが，入札参加に入らない。

【039】①受注額の低下にともないコストダウンが以前

より困難。今後の北海道の景気不安により，先行の不

安が心配である。②130。ケーブル等の価格。③毎月

の物件管理の徹底。

【040】①特命工事等の指名数が減少した。親会社のコ

ストダウン化。

【042】④全ての公共事業（官庁）についてはわかりま

せんが，現在は，低価格の競争で天の声も，談合もほ

とんどないのでは？

【045】②影響は無視できないが，コストダウン努力に

て吸収。④官公庁としての処理能力には限界があるの

で（金額の大小の判断しかできない），公平性より質

を重視し，随意契約を増やすべきでは？世の中のため

にも。⑤現状の公共事業の仕様も価格決定も発注，指

名ともに公平性と責任回避が最優先事項になってし

まっている。本来必要な仕様，それを実現できる企業

を官公庁が自由に随意で発注することも認めるべき。

あまりにも公平性と透明性を重視し過ぎるのは，逆に

社会のためにならないと思います。

【046】①仕事の全体量が減っていること。新規参入業

者は公共工事を受注するのが難しい（実績を上げられ

ないため）。③一人一人の社員にかかる負担増。④資

金力のない会社は降りるしかない。⑤工事の施工力な

ど，細かい評価をすべきと思う。

【047】②原油の値上がりで120％。③交際費を減らし
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た。残業を減らした。

【049】④入札参加資格の拡充により，施工技術や施工

能力がなくても落札が可能となった。

【050】②電気工事業なので照明器具，配線器具は

20％以上。電線・ケーブルは，昨年夏で，細物は３倍

以上。太物は２倍程度。

【051】①若年技術者が欲しい。

【052】①工事単価が年々下がっている。下請工事が多

く利益の確保が困難。

【053】②120～130。電線の値上がり。

【055】①工事量の減少（全体的に）。下請工事価格の

安さ（仕入れ価格の上昇に合わない）。これ以上のコ

ストダウンが難しい。③資材を安価なものにしたいが

図面作成上で明記されているので，安い材料を使えな

い。

【056】①提出書類に安全管理や品質向上が反映され，

IT化でさらに事務作業が多くなりました。小企業で

は専門スタッフをそろえているわけではないため現場

作業と打ち合わせ，事務処理，手続申請等で日々の休

憩時間，休日の返上がここ何年間も続いている状態で

す。②132。１年前まではそれほど変化はありません

でした。2008年初めから北京オリンピックまでの期

間の変化です。③経費に対する顧客の認識が不足して

いる気がします。また専門技術員は専門知識の習得や

経験に対して多大な投資と時間を費やしていますが，

そのアドバイスや説明は人としての好意の範疇に捉え

られているようです。作業単価，経費に対する意識の

広告が必要と感じます。⑤企業を取り巻く様々な規制

や役割が統一されない特異な形で存在し，企業として

の社会性や希望さえ損なっている様子です。個々人の

納税や社会保障環境の整備を，企業を介して統率する

ことから解放して欲しいと思います。個人の納税意識

の変化は公共事業に対する見方にも必ず変化をもたら

すでしょう。納税率の低下が心配されていますが，資

源のないわが国には人間力の向上が求められていると

思います。

【057】①受注が減少し，資材が上がり，赤字になった。

【061】②鉄筋，鉄骨の鋼材の大幅アップ。

【064】①低価格の落札により一般管理費を適切に捻出

することが困難になり，受注減による対応は出来ても，

工事そのものからの利益の捻出が出来ない現状では，

建設産業自体が自立出来ない。③外注費，材料費の削

減は限度に達し，工事経費，技術職員の給与切り下げ，

一般管理員の削減，役員給与の半減を行っている。④

落札率90％以上は談合，85％以下は重点的監督業務

工事となり，段階確認回数等も倍増になります。当然，

現場管理にかかる経費も増します。工事原価がアップ

します。発注者は管理，監督業務費用を落札差額から

支出します……85％以下はダンピングなのでしょうか。

そうであれば最低入札価格を引き上げるべきでしょう。

調査基準価格を重点監督とすべきである。⑤現行の調

査基準設定，直行費の95％，共通仮設費90％，現場

管理費60％，これらは工事期間，工費により可能で

すが，一般管理費30％，これは現状の建設業者にお

いては，ダンピングです。上記の設定で全工事が落札

された場合，北海道の建設業者はいなくなるでしょう。

最低でも60～70％にすべきでしょう。工事量の減少

により淘汰されることは時勢でしょうが，競争により

産業の衰退となることは残念です。

【067】⑤建設機械を持っているが，公共事業では，排

ガス，低騒音の問題があり，長く使用できないのも悩

みの一つ。長く使用できないのであれば，手放すしか

なく，リースをするとまたコスト高になる。民間工事

では使用できるが，そこまで厳密に排ガス，低騒音を

護らなければならないのだろうか。地球規模の問題よ

り死活問題だと思う。

【068】①公共工事の激減で経営難は避けられない状況

にある。②金属等の値上がり。13％位。③公共工事で

は資材を安価なものにしか切り替えられない。④低価

格入札で落札した業者は次の工事も，次の工事も，低

価格で１年で何回も落札している。⑤業種転換といっ

ても，このように不況であれば，望みはないのと同然

である。中小企業にも工事がもっとくるようにはかっ

て欲しい。

【075】④住民の意向・要求が一部の人の意見で，偏っ

ている傾向（住民の意見≠正しいこと）。⑤公共事業

は雇用の確保につながる。

【076】①大手ゼネコンが改修工事に参入してきたため

ダンピング等で受注競争が激しくなった。

【077】①予算縮減による工事量の減少とそれにともな
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う低価格入札での競争の激化。入札制度改革による過

度の規制緩和（入札者の参加要件）。落札予定価格の

事前公表により原価算出もせずに容易に最低価格の算

出が可能等，より一層，競争の激化を招いている。ま

た資材等の逆鞘など経営を圧迫させている。官庁発注

工事に頼らざるを得ないのが現状である。最低入札価

格の底上げ（予定価格の85％以上）と事前公表価格

の廃止を望む。②どの製品ということではなく，積算

価格と市場価格とに乖離がありすぎる。③建設機械の

自己保有からリース・レンタルへ。賃金ダウンによる

労働意識の低下。建設機械，車両等の延命費用の増加。

④落札予定価格が事前公表されているため最低価格が

容易に割り出せる。よって事前公表の廃止と最低制限

価格の底上げを望む。このままでは経営が成り立たな

い。今までの預金で資金繰りをしているような状況で

ある。

【078】①公共事業の受注減。社員の高齢化。③賃金の

切り下げのため若年を募集しても集まらない。④利益

が無くなり，内部留保を取り崩し，経営しているが，

企業経営上無理。企業が淘汰されていき，失業者が増

加するのでは。

【079】②120。燃料，鉄筋，型枠材（コンパネ等）。

【080】①受注量の激減。利益の減少。新規分野に進出

しているが，思ったよりも，軌道に乗るのが遅れてい

る。②肥料が200～300。③会社規模を全体的に縮小

した結果，売上高が下がり，資金のまわりが悪化した。

④得意分野などにかかわりなく，無理矢理低価格で落

札しようとする業者がいることに困惑している。安か

ろう悪かろうが横行しているので，次の世代に様々の

ひずみが発生すると思われる。⑤これまでの環境破壊，

食糧問題など考慮すると，急いでやらなければならな

い公共事業があるはずです。また近隣諸国や世界の動

きを見通した公共事業もあるはずです。当社は緑化工

事，土壌改良工事を主としておりますが，官の技術レ

ベルが低いので，あるいは旧態の設計に固執した発注

がされるので，かなりムダな税金が使われていること

が多い。当アンケートの設問は公共工事はすべて官の

計画に依るものになっていますが，民間企業の叡智を

反映させる方向をさぐっていただきたい。日本の公共

事業は官も民も柔軟性を失っています。

【081】②木材，建材など価格上昇。

【082】①官公庁の積算単価の異常な低価格によるしわ

寄せにともない落札金額の低下。また，中でも業者間

の競合による競争原理の増大がある。

【085】①あまりの受注減に対応できない。③上記のコ

スト削減策で事業の目処がたたない。④落札価格の低

価格で受注業者がどのような施工及び運営をしている

のか疑問である。

【087】①受注量の減少。②110％。石油関連商品。運

搬費の上昇。③ムダな交通運搬の見直し，仕入れ調整。

④発注総量が減少しているためか，採算割れと思われ

るほどの低落札が多い。そのため品質管理が思うよう

にいかないのでは。⑤公共工事の発注量の安定が望ま

れるが，一般消費の拡大が先決だと思う。

【091】④予定価格が実際の実行価格に近い金額で設定

されている入札もある。札幌に会社がある会社に有利

になっている。室蘭管内では，札幌（石狩），小樽に

参加できないが札幌は室蘭に有利に参加できる。⑤昨

年より，工事がまとまって発注されるようになり，Ａ，

Ｂクラスのゼネコンを通して，工事が発注されるパ

ターンが多くなりましたが，地方のゼネコンも業績が

良いわけではなく，支払いが手形（サイトの長い）に

なる場合が多い。入札本数が少なくなると，事務手続

きが少なくなるとはいえ（経費も少なくなりますが），

専門工事業に直接発注になることも少なくなりました。

入札で落札すればそれなりの利益が得られますが，下

請では幅も少なく，回転もいつまでもできるわけでは

ないので，今後，中小零細企業の倒産が一気に増える

と思われます。借入をして耐えるしかないですが，，，

銀行もそんなに簡単ではありません。

【092】②130。鋼材の値上げ，高値安定。⑤公共事業

は増えない。身の丈にあった組織に変える努力が必要。

【093】⑤当社は10年以上前から，公共事業から民間

事業にシフトしていたので，公共事業の削減は問題な

い。今は民間工事の直接受注に力を入れていて，提案

型の営業を進めている。

【094】②仕事は少ない，単価は低い。これだけ燃料が

下がっているのにいろいろ便乗している。③下請で仕

事をもらった場合は逆算して経費の削減。残業はしな

い。現場には余計な機械，トラックを持ち込まない。

⑤これだけ経済も冷え込み，公共事業も少なくなるこ

とは，覚悟はしていました。私どもの会社も色々な団
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体に所属しておりますが，全然意味がない。会費ばか

り。こういう時代になるとどうしても土木系の会社が

優遇されます。札幌等の，指定管理者制度も，もっと

小さな会社を取り込むシステムにして欲しい。いずれ

にしても，国政が変わらないと，地方も同じ形になる。

１つの仕事に対して，誰もが認める単価であれば，あ

る程度分配方式で仕事を渡すとか。

【097】①受注目標に対する達成率の低下。コストダウ

ンが難しい。②108。金物類及びケーブル。③材料仕

入れ価格の値引き。手戻り作業の改善。

【103】⑤北海道新幹線のルートは，北海道経済に与え

る影響はかなり低くなると思う。

【105】②管材料150％，機器類140％。③外注労務を

社内工に切り替え，効率化を図り，削減できた（施工

量を増やすことに成功した＝意識改革により可能で

す）。

【106】①仕事が不確定なので，いつ仕事が出るか予測

不能。そのため従業員の人件費が重い状態が続く。計

画が立てられない経営が一番つらい。②砂利，生コン

は下がっている。③従業員を減らすと仕事がはいった

ときに人が足りない。技術者が少ないと思い通りに仕

事をとれない。

【107】②石油などの油が高く，重機やトラックの単価

が上がり負担増になっている。③作業人数を削減し，

少ない人数で作業を行っている。⑤橋や道路など地域

性にあった設計・施工を行い，公費の無駄遣いになら

ないように工事を発注していただきたい

【108】④予定価格が表示されているので，最低制限価

格ラインで落札され，利益が出ない。予定価格をなく

して欲しい。

【110】②110。品物（原材料）により価格が上昇した

ものもあるが，仕入れ価格が下降したものもある。

【111】②110～130。製品によりバラつきがある。機

械部品は品不足（単価150以上）。③社員の士気低下。

④低価格入札が横行し，採算より受注をとる業者が多

い。

【115】①建設市場の減少。④利益無しで受注する事例

が多く見られるが危険な事態だ。

【117】②資材の仕入れ等ではないが，講習会，書類作

成等の経費の増大が経営を圧迫してくる。

【118】⑤公共事業による入札においては実績（施工）

があるが，中小企業は，初めは全くの実績があるはず

がない （とくに北海道，開発局等）。受注させて点

数（成績）評価をすることが必要と思う。

【119】④過去の実績から判断しても，施工能力のない

企業が失格ギリギリの価格で受注をしている乱暴な

ケースが多くなってきた。⑤施工能力のない業者が簡

単に入札に参加できる公募や一般競争入札は乱暴な

ケースが多発するので，従前の指名競争入札も併せて

採用すべき。予定価格が公表されると積算能力のない

企業が低入ぎりぎりで応札し受注するケースもある。

工事の内容やランク等で公表を変えてはどうか。

【121】⑤内需拡大を目指すのであれば土建業に対する

ばらまき政策を改め，農業，福祉関係に予算を多くし，

雇用も拡大できるようにスクラムを構築すべき。物づ

くりはもともと生活の中から生まれたもの。原点に戻

り，多種多様な産業振興策を考えるべき。

【122】②150。上下水道の使用材と公共工事に使用す

る配管資材の値上がり。

【124】①工事受注の減少により仕事の効率が悪く，

せっかくよい仕事をしても，ポケットができて食い込

んでしまう。また技術者を雇用しているため，コスト

ダウンが難しい。年々人件費の比率が高くなる。③若

い人の定着率が悪くなる。④市営又は道営住宅工事は

協同組合事業としているため，公平に割り当てられて

いる。⑤自社の企業努力だけでは今回の経済危機は乗

り切れないものがあると思うが，景気の良いときは誰

もが自分の力でと過信しがちである。が，景気が低迷

した今こそ真の力が試されるときと受け止め，知恵を

出し合い，生き残る道を模索しながら頑張りたいもの

である。バブル時代に増えすぎた企業がいま淘汰され

ようとしている。

【125】⑤当社は昔から下請専門なので競争は当たり前

だが，今まで談合や話し合いで受注してきた業者は消

えて当然な気がします。しかし総合評価方式など，過

去に実績がない我々では，手も足も出ず，これからも

参加すらできない感じです。今は色々な札幌市内の社

長さんと話す機会がありますが，ほぼ全員「あの現場

の点数はいくつだった」という話ばかりですね。
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